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(57)【要約】
【課題】ゼオライト及びその製造方法を提供する。
【解決手段】本発明のゼオライト１（ＬＴＡ型ゼオライ
ト等）は、金属クラスタ２１（銀クラスタ等）が略直線
状に配列されてなる直線状クラスタ群２０を内部に有し
、直線状クラスタ群２０同士を略平行に配列することが
できる。本製造方法は、金属イオン（Ａｇ＋等）を含ん
だゼオライト１０（ＬＴＡ型ゼオライト等）に対してイ
オン照射（Ａｕ－２００ＭｅＶイオンビーム照射等）を
行って、直線状クラスタ群２０を形成するイオン照射工
程を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属クラスタが略直線状に配列されてなる直線状クラスタ群を内部に有することを特徴
とするゼオライト。
【請求項２】
　前記直線状クラスタ群を複数有すると共に、該直線状クラスタ群同士が略平行に配列さ
れている請求項１に記載のゼオライト。
【請求項３】
　前記直線状クラスタ群の最大径が、１～５０ｎｍである請求項１又は２に記載のゼオラ
イト。
【請求項４】
　前記金属クラスタは、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｂ、
Ｒｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉからなる群から
選ばれる１種以上の金属元素を含む請求項１乃至３のうちのいずれかに記載のゼオライト
。
【請求項５】
　請求項１乃至４のうちのいずれかに記載のゼオライトの製造方法であって、
　金属イオンを含んだゼオライトに対してイオンビームを照射して、前記直線状クラスタ
群を形成するイオン照射工程を備えることを特徴とするゼオライトの製造方法。
【請求項６】
　前記イオンビームは、１００ｋｅＶ～１ＧｅＶのエネルギーを有する請求項５に記載の
ゼオライトの製造方法。
【請求項７】
　前記金属イオンは、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｂ、Ｒ
ｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉからなる群から選
ばれる１種以上の金属元素のイオンである請求項５又は６に記載のゼオライト。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はゼオライト及びその製造方法に関する。更に詳しくは、金属粒子が連なった線
状クラスタを含むゼオライト及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、ナノスケールでの制御技術が注目されている。これまでに金属材料をナノスケー
ルで構造制御する技術としては下記特許文献１及び下記非特許文献１～２に開示された技
術等が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－１０５８２２号公報
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】藤原　"ナノ配位空間における自己組織化金属ナノクラスターの自在制
御と機能発現"，［ｏｎｌｉｎｅ］，平成１７年６月１８日、特定領域研究「配位空間の
化学」平成１７年度　第１回全体会議　成果報告　インターネット〈ＵＲＬ：http://ccs
pace.chem.nagoya-u.ac.jp/05accomplishments/05rep/A01-23.pdf〉
【非特許文献２】寺西　"金属ナノ粒子の自在配列制御とナノデバイス応用"，表面科学，
社団法人日本表面科学会，２００４年第２５巻，第１２号，ｐ７６１－７６７
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００５】
　前記特許文献１は、基板の表面に原子スケールの金属ワイヤーを形成する技術である。
また、非特許文献１及び非特許文献２は、特殊な構造を有する有機高分子と金属元素とを
相関させたうえで、この有機高分子の配列に伴って規則的に構築された金属クラスタを形
成するものである。
　しかし、いずれも、制御できる金属の種類、形成されるクラスターサイズの制御、配向
の制御等に限界がある。即ち、例えば、特許文献１の技術では、クラスタは基材表面にし
た形成させることができないという問題がある。また、非特許文献１および非特許文献２
の技術では、合成原理から必然的にクラスタは有機高分子中に配列されるために、材料の
熱安定性が低く高温環境下での応用ができないという問題がある。また、クラスタを配列
させるために自己組織化を利用するため、クラスタを任意の場所に分布させることができ
ないという問題がある。
　本発明は、上記従来の技術に鑑みてなされたものであり、内部に直線状に配列された金
属クラスタを有する新規なゼオライト及びその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は以下に示す通りである。
〔１〕金属クラスタが略直線状に配列されてなる直線状クラスタ群を内部に有することを
特徴とするゼオライト。
〔２〕前記直線状クラスタ群を複数有すると共に、該直線状クラスタ群同士が略平行に配
列されている前記〔１〕に記載のゼオライト。
〔３〕前記直線状クラスタ群の最大径が、１～５０ｎｍである前記〔１〕又は〔２〕に記
載のゼオライト。
〔４〕前記金属クラスタは、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒ
ｂ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉからなる群
から選ばれる１種以上の金属元素を含む前記〔１〕乃至〔３〕のうちのいずれかに記載の
ゼオライト。
〔５〕請求項１乃至４のうちのいずれかに記載のゼオライトの製造方法であって、
　金属イオンを含んだゼオライトに対してイオンビームを照射して、前記直線状クラスタ
群を形成するイオン照射工程を備えることを特徴とするゼオライトの製造方法。
〔６〕前記イオンビームは、１００ｋｅＶ～１ＧｅＶのエネルギーを有する前記〔５〕に
記載のゼオライトの製造方法。
〔７〕前記金属イオンは、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｂ
、Ｒｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉからなる群か
ら選ばれる１種以上の金属元素のイオンである前記〔５〕又は〔６〕に記載のゼオライト
。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のゼオライトによれば、内部に直線状に配列された金属クラスタを有することに
よる効果を広範な分野で利用できる。
　直線状クラスタ群を複数有すると共に、直線状クラスタ群同士が略平行に配列されてい
る場合は、ゼオライト内部において直線状クラスタ群を配向させることができ、配向方向
と非配向方向とにおける性質を異ならせることができる。
【０００８】
　本発明のゼオライトの製造方法によれば、金属クラスタが略直線状に配列されてなる直
線状クラスタ群を内部に有するゼオライトを得ることができる。更に、本発明のゼオライ
トの製造方法によれば、照射するイオンビームに用いるイオン種を選択することにより、
金属クラスタの最大径の大きさを自在に制御することができる。また、照射するイオンビ
ームが有するエネルギーの大きさを変化させることにより、直線状クラスタ群の長さを自
在に制御することができる。更に、イオンビームを照射するゼオライトの厚さ、照射する
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イオンビームに用いるイオン種、及び、イオンビームが有するエネルギーの大きさにより
、イオンビームの照射方向に向かって金属クラスタの最大径が漸減する形態の直線状クラ
スタ群を形成することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明のゼオライトを説明する模式的な説明図である。
【図２】本発明のゼオライトの製造方法を説明する模式的な説明図である。
【図３】実施例１のゼオライトの断面を拡大したＴＥＭ画像による説明図である。
【図４】実施例１のゼオライトにおけるイオンビームの照射方向に対して垂直な表面を拡
大したＴＥＭ画像による説明図である。
【図５】実施例１のゼオライトにおけるイオンビームの照射方向に対して平行な断面を拡
大したＴＥＭ画像による説明図である。
【図６】イオンビームを照射した場合の電子的阻止能（ｅＶ／ｎｍ）とイオンビームの侵
入深さ（μｍ）との相関を説明するグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明について、以下詳細に説明する。
［１］ゼオライト
　本発明のゼオライトは、金属クラスタが略直線状に配列されてなる直線状クラスタ群を
内部に有することを特徴とする。
【００１１】
　即ち、本発明のゼオライト１は、母材であるゼオライト１０と、該母材であるゼオライ
ト（以下、単に「母材ゼオライト」ともいう）の内部に配置された直線状クラスタ群２０
と、を有するものである。
　前記「母材ゼオライト（１０）」は、直線状クラスタ群２０を保持する母材となるゼオ
ライト１０である（図１参照）。この母材ゼオライト１０はイオン交換により内部に金属
イオンを含有できるものであること以外は特に限定されない。即ち、母材ゼオライト１０
は、合成ゼオライトであってもよく、天然ゼオライトであってもよい。また、母材ゼオラ
イト１０を構成する元素についても特に限定されない。
【００１２】
　即ち、母材ゼオライト１０には、例えば、（１）アルミノ珪酸塩（Ｓｉ及びＡｌを骨格
元素とするゼオライト）、（２）シリカライト（Ｓｉを骨格元素とするゼオライト）、（
３）メタロ珪酸塩（アルミノ珪酸塩のＡｌの一部又は全部が他の金属元素で置換されたゼ
オライト）、（４）アルミノリン酸塩、ガロリン酸塩及びベリロリン酸塩等のリン酸塩系
多孔質体、（５）前記各リン酸塩系多孔質体の一部の元素が他の元素に置換された置換リ
ン酸塩系多孔質体、などが含まれる。
【００１３】
　前記「金属クラスタ（２１）」は、静電的に中性な金属の塊状体又は塊状域であって、
母材であるゼオライト１０内に略直線状に配列されて直線状クラスタ群２０を構成する部
分である（図１参照）。
　この金属クラスタは、透過型電子顕微鏡（以下、単に「ＴＥＭ」ともいう）により少な
くとも１０００００倍以上に拡大し、低電子線照射量（具体的には、通常のＴＥＭ観察の
約１／３０の電子線照射量）観察した場合に、他部よりも金属濃度が高い部分として観察
される。この金属クラスタには、（１）金属からなる粒子、（２）金属からなる微粒子の
集合体、等が含まれる。また、金属クラスタは、金属のみからなってもよいが、その内部
にゼオライトのＳｉ、Ａｌ及びＯ等によって形成されている結晶格子を内包して形成され
てもよい。
【００１４】
　この金属クラスタの形状は特に限定されないものの、ＴＥＭにより１０００００倍に拡
大して観察した場合には、通常、球状、長粒状及び／又は円柱形状等に観察される。
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　更に、金属クラスタの大きさも特に限定されず、形成時に利用するイオンビームのイオ
ン種及びエネルギー値により適宜制御することができるが、通常、１つの金属クラスタの
最大径は１～５０ｎｍであり、３～４０ｎｍとすることができ、更には５～３０ｎｍとす
ることができる。
　尚、この最大径は、ＴＥＭにより１０００００倍に拡大して観察した画像において計測
される大きさである。
【００１５】
　また、金属クラスタの長さも特に限定されず、形成時に利用するイオンビームのイオン
種及びエネルギー値により適宜制御することができるが、通常、１つの金属クラスタの長
さは１ｎｍ以上であり、１～１０００００ｎｍとすることができ、更には１～４００００
ｎｍとすることができる。
　尚、この長さは、ＴＥＭにより１０００００倍に拡大して観察した画像において計測さ
れる大きさである。
【００１６】
　更に、金属クラスタ２１を構成する金属は特に限定されず、母材ゼオライト１０内にイ
オンとして導入できる金属元素であれば、その種類は特に限定されない。この金属クラス
タ２１を構成する金属元素としては、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、
Ｎｉ、Ｒｂ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉ等
が挙げられる。これらの金属元素は１種のみを用いてもよく２種以上を併用してもよい。
【００１７】
　前記「直線状クラスタ群（２０）」は、略直線状に配列された金属クラスタ２１からな
る金属クラスタ２１の集合体である。また、直線状クラスタ群２０は、通常、２つ以上の
金属クラスタ２１が配列して形成されている。更に、この金属クラスタ２１の配列する方
向は特に限定されず、例えば、母材ゼオライトの細孔パスの配向方向とは無関係に形成で
きる。即ち、後述するように、照射するイオンビーム４０の飛程４１に沿って形成される
ために、イオンビーム４０の照射方向を制御することにより、母材ゼオライト１０の特性
には無関係に直線状クラスタ群２０を伸ばすことができる。
【００１８】
　また、直線状クラスタ群２０を構成する金属クラスタ２１同士は、通常、１ｎｍ以上の
間隔を有して配置される。この間隔は５ｎｍ以上とすることができる。
　尚、この間隔は、ＴＥＭにより１０００００倍に拡大して観察した画像において計測さ
れる大きさである。
【００１９】
　また、直線状クラスタ群２０は、母材ゼオライト１０内に１つのみを有してもよいが、
通常、母材ゼオライト１０内に２つ以上を有する。例えば、直線状クラスタ群２０は、そ
の長手方向に垂直な断面（イオンビームの照射方向に対しても垂直）において、１×１０
１４（個）／ｃｍ２以下の密度に形成できる。この直線状クラスタ群２０の密度は照射イ
オンの種類と照射量により制御することができる。
　尚、この密度は、ＴＥＭにより１０００００倍に拡大して観察した画像において計測さ
れる大きさである。
【００２０】
　また、直線状クラスタ群２０を複数有する場合には、これらのクラスタ群同士は、略平
行に配列されたものとすることができる。即ち、直線状クラスタ群２０を、母材ゼオライ
ト１０内部に配向配置させることができる。直線状クラスタ群２０を配向配置させた場合
には、電子、フォノンあるいは電磁波の伝導方向に異方性を付与することができる。
【００２１】
　更に、前述のように、直線状クラスタ群２０は、母材ゼオライト１０の細孔の配向方向
とは無関係に形成することができるために、母材ゼオライト１０の細孔の配向方向と同じ
方向へ配向させることもでき、また、異なる方向へ配向させることもできる。
【００２２】
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　また、直線状クラスタ群２０は、長手方向において略同一径のものとすることもできる
が、径の異なる直線状クラスタ群２０とすることもできる。即ち、例えば、直線状クラス
タ群２０の長手方向の一端と他端とを比較した場合に、一端側から他端側に向かって径が
漸次減ずる形状にすることができる。この形状は、後述するように、照射するイオンビー
ムに用いるイオン種及びイオンビームのエネルギーの大きさにより、母材ゼオライト１０
内でイオンビームを減衰させることで形成できる。
【００２３】
　本発明のゼオライトは、これを支持する基体を備えてもよく、備えなくてもよいが、通
常、基体を備える。この場合、基体を構成する材料、基体の形状及び基体の大きさ等は、
何ら限定されないが、例えば、基体を構成する材料としては、ジルコニア、アルミナ（α
－アルミナ、γ－アルミナ及び陽極酸化アルミナ等）、金属（ステンレス及びニッケル等
）及びガラス等を用いることができる。これらの中でも、ジルコニア、アルミナ及び金属
が好ましい。これらは特にゼオライトとの優れた接合性を発揮できる。これらの中でもと
りわけ、ジルコニア及びアルミナが好ましい。
【００２４】
［２］ゼオライトの製造方法
　本発明のゼオライトの製造方法は、前記本発明のゼオライトの製造方法であって、
　金属イオンを含んだゼオライトに対してイオンビームを照射して、前記直線状クラスタ
群を形成するイオン照射工程を備えることを特徴とする。
【００２５】
　前記「金属イオンを含んだゼオライト」は、前記母材ゼオライト１０にイオン交換によ
り導入した金属イオン含有するゼオライトである。即ち、図２に例示されるように、イオ
ン照射工程の前工程として、ゼオライト１０に金属イオン３０を導入する金属イオン導入
工程を備えることができる。この金属イオン３０の導入方法は特に限定されないが、通常
、金属イオン３０が含有された液体に母材ゼオライト１０を浸漬することによりイオン交
換させて行うことができる。
【００２６】
　母材ゼオライト１０に導入する金属イオン種は特に限定されず、用いる母材ゼオライト
１０の特性により適宜適した金属イオンを導入できるが、例えば、Ｌｉ、Ｎａ、Ｍｇ、Ｋ
、Ｃａ、Ｃｕ、Ｆｅ、Ｃｏ、Ｎｉ、Ｒｂ、Ｒｈ、Ｐｔ、Ａｕ、Ａｇ、Ｓｎ、Ｃｓ、Ｌａ、
Ｂａ、Ｉｒ、Ｔｌ及びＴｉ等の金属元素のイオンが挙げられる。これらの金属元素のイオ
ンの価数も特に限定されない。これらの金属元素は１種のみを用いてもよく２種以上を併
用してもよい。
【００２７】
　更に、イオン交換の際に用いる媒体は特に限定されないが、例えば、水及び有機溶媒並
びにこれらの混合溶媒が挙げられる。前記有機溶媒としては、エチルアルコール等のアル
コール類；アセトン等のケトン類；テトラヒドロフラン等のエーテル類；酢酸エチル等の
エステル類；トルエン等の芳香族炭化水素類や、フェノール、アセトニルアセトン、ジメ
チルホルムアミド等が挙げられる。これらの有機溶媒は１種のみを用いてもよく２種以上
を併用してもよい。
【００２８】
　これらの溶媒内で、前記金属元素は、各々イオンとして存在すればよく、例えば、イオ
ン結合性化合物の溶解により得られた金属イオンであってもよく、配位子によって錯形成
された金属イオンであってもよい。同様に、イオン交換により母材ゼオライト１０内に取
り込まれる金属イオンも、単独の金属イオンであってもよく、錯形成された金属イオンで
あってもよい。
　尚、イオン交換を行う際の交換条件等は特に限定されず、静置したままとしてもよいが
、例えば、加温、加圧、加振（超音波振動など）、光照射などを併用して行うことができ
る。
【００２９】
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　前記「イオン照射工程」は、金属イオン３０を含んだゼオライト１０（母材ゼオライト
）に対してイオンビーム４０を照射して直線状クラスタ群２０を形成する工程である（図
２参照）。
　本方法において、イオンビームを照射することによって金属クラスタが形成される過程
の詳細は未だ定かではないが、以下のように考えることが可能である。即ち、金属イオン
３０が含有されたゼオライト１０（母材ゼオライト）に対してイオンビーム４０を照射す
ると、当該イオンビーム４０の飛程４１に相当するゼオライト１０の結晶構造が破壊され
る。特にゼオライト骨格を構成するＡｌ－はＡｌへと酸化され、４配位構造から６配位構
造へと変化する。それと同時に飛程４１又は飛程４１の近傍にイオン交換により導入され
ていた金属イオンは電子を享受し、静電的に中性な金属へと変化すると共に、金属クラス
タ２０として飛程４１に析出する。これにより、イオンビームを照射した際のイオンが通
過した飛程４１に金属クラスタが形成されるものと考えられる。また、飛程４１の近傍に
おいてイオンが金属化された場合には、飛程４１内のより金属濃度が高い位置へと移動さ
れ、その結果、飛程４１に沿った部分のみに金属濃度が更に高い部位、即ち、金属クラス
タが形成されるものと考えられる。
【００３０】
　前記イオンビームとなるイオン種は特に限定されず、形成を目的とする直線状クラスタ
群の最大径、及び、形成する直線状クラスタ群の深さにより適宜選択することができる。
即ち、例えば、イオンビームに用いる元素としては、Ａｕ、Ｎｉ、Ｆｅ、Ｘｅ、Ｋｒ、Ａ
ｒ、Ｈｅ、Ｂ、等が挙げられる。これらは１種のみを用いてもよく２種以上を併用しても
よい。
　また、イオンビームとして用いる場合、通常、より系元素からなるイオンを用いた場合
には、クラスターサイズを小さくすることができる。
【００３１】
　また、イオンビームの強度も特に限定されないが、例えば、１００ｋｅＶ～１ＧｅＶの
エネルギーを有するイオンビームを用いることができる。
　更に、イオンビームの照射量も特に限定されないが、１０×１０１１～１０×１０１２

ｉｏｎｓ／ｃｍ２とすることが好ましい。ただし、照射イオンの元素種の選択することに
よって、１０×１０１０～１０×１０１４ｉｏｎｓ／ｃｍ２の範囲で適正照射量を変化さ
せることができる。
【００３２】
　本方法を用いて、ＬＴＡ型ゼオライト（含水率２２％）にＡｕイオン、又は、Ｎｉイオ
ンをイオン種として、２００ＭｅＶのイオンビームを照射した場合について、ＳＲＩＭコ
ードを用いて計算を行い、電子的阻止能（ｅＶ／ｎｍ）を縦軸に、照射対象であるＬＴＡ
ゼオライトの表面からのイオンビームの侵入深さ（μｍ）を横軸として、グラフ化すると
図６が得られる。即ち、イオンビームとして用いるイオン種を変化させることで、侵入深
さを大幅に変化させることができることが分かる。更に、同じイオン種であっても照射エ
ネルギーを制御することで、侵入深さを制御できることが分かる。
　尚、上記計算においては、照射エネルギーを２００ＭｅＶ、照射イオンはＡｕ、ターゲ
ット密度は１．９５００ｇ／ｃｍ３として行った。
【実施例】
【００３３】
　以下、実施例を挙げて、本発明の実施の形態を更に具体的に説明する。但し、本発明は
、この実施例に何ら制約されるものではない。尚、実施例の記載における「部」及び「％
」は、特記しない限り質量基準である。
【００３４】
（１）ゼオライト結晶
　１０ｍｍ×１０ｍｍ四方であり且つ厚さ２μｍのＬＴＡ構造のゼオライト結晶膜が表面
に形成されたアルミナ基板を用意した。
　尚、このＬＴＡ構造のゼオライト結晶膜は、表面にＬＴＡ構造のゼオライト種結晶が形
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成された前記アルミナ平板基板をゼオライト原料成分（Ｓｉ、Ａｌ、Ｏ、Ｎａ）が溶解含
有された溶液内に浸漬して、水熱合成によりゼオライトの種結晶を成長させて得られたも
のである。
【００３５】
（２）イオン交換工程
　前記ＬＴＡ構造のゼオライト結晶膜を備えたアルミナ基板を、８．４ｇのＡｇＮＯ３を
１０００ｇのＨ２Ｏに溶解して得られた硝酸銀水溶液に、室温（１５～３０℃）で６日間
各々浸漬した。６日間経過後に、前記硝酸銀水溶液から取り出して、流水（純水）で１０
分間洗浄した後、温度５０℃の環境下で２４時間乾燥させて、銀イオンを取り込んだＬＴ
Ａ構造の母材ゼオライト１０を得た。
【００３６】
（３）粒子線照射工程
　タンデム型加速器（日本原子力研究開発機構　東海研究開発センター　原子力科学研究
所に設置された型式「ペレトロン２０ＵＲ型タンデム静電加速器」）を用い、金イオンを
２００ＭｅＶに加速したイオンビームとして、前記（２）までに得られた銀イオンが取り
込まれた母材ゼオライトに照射した。
　尚、前記イオンビームの照射は、ＬＴＡ構造の母材ゼオライトの任意の結晶面に対して
行った。更に、照射量はゼオライト結晶膜に対して、１×１０１０ｉｏｎｓ／ｃｍ２、１
×１０１１ｉｏｎｓ／ｃｍ２、及び、１×１０１２ｉｏｎｓ／ｃｍ２、の３種の照射量で
行った。
【００３７】
（４）評価
　前記（３）までに得られたゼオライトの断面、表面の各面を、電子顕微鏡（日本電子社
製、型式「ＪＥＭ－２０１０」）を用いて低電子線量（通常のＴＥＭ観察に利用される照
射量の約１／３０の電子線照射量である。前記ＪＥＭ－２０１０においては、小傾向板を
用いて計測した照射電流量が１．０～１．５ｐＡの条件で約２秒間露光した場合の照射電
子線量である。）で４００００～２０００００倍化（図３は４００００倍、図４は２００
０００倍、図５は１５００００倍）して観察した。用いた画像を図３～５に示した。
【００３８】
　この結果、図３（ゼオライト１の断面）からは、図１に模式的に示した構造が実際に得
られていることが分かる。即ち、図３には、図示されるように、金属クラスタ２１を有し
、更に、その金属クラスタ２１は直線状に配列されて直線状クラスタ群２０を形成してい
ることが見てとれる。更に、直線状クラスタ群２０は、ゼオライト１０内に複数備えられ
ていると共に、いずれも略平行に配置されていることが分かる。
　尚、図３において、イオンビームの飛程に沿って長粒形状を成している濃色部は本願に
いう金属クラスタ２１であるが、符合５０で表される円形状を成す濃色部は、図３を取得
する際に使用したＴＥＭによる電子線照射により析出したものと考えられる。
【００３９】
　更に、図４（ゼオライト１の平面）からは、イオンビームが照射されたことによって規
則的なゼオライト構造が破壊されて不規則な構造となった状態が分かる（図４は、照射表
面から約３～５μｍの深部における研磨断面である）。一方、図３から直線状クラスタ群
２０の直径が約６ｎｍであることが分かる。
　また、図５（ゼオライト１の断面）からは、照射イオンの飛程に沿って規則的なゼオラ
イト構造が破壊され不規則な構造となった状態が分かる。
【産業上の利用可能性】
【００４０】
　本発明は、光学素子（発光素子等）、ミキサーなどの非線形素子、複合触媒、量子効果
素子、化学センサ及びガス分離膜等に利用できる。また、自動車関連分野（排ガス浄化、
各種センサ、発光素子及び燃料ガス精製等）、合成化学関連分野（触媒、分離及び精製等
）、石油関連分野（精製、分離及び触媒等）、家電関連分野（吸着、乾燥、脱臭及び抗菌
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等）、環境関連分野（吸着、乾燥、脱臭及び抗菌等）及び、医療関連分野等において広く
利用できる。
【符号の説明】
【００４１】
１；直線状クラスタ群を有するゼオライト、
１０；ゼオライト、
２０；直線状クラスタ群、２１；金属クラスタ、２２；イオンビーム照射部、
３０；金属イオン（交換イオン）、
４０；イオンビーム、４１；飛程。

【図１】 【図２】
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【図３】
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【図４】

【図５】
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